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【共通事項】

介護保険給付の対象となる指定居宅サービスと明確に区分されるサービス

【訪問サービス】

•利用者と事業者の間の契約に基づき、保険外サービスと保険給付対象サービスとを明確に区分し、
利用者の自己負担によってサービスを提供することが可能。

•保険外サービスは、保険給付対象サービスの前後に連続して提供する場合と、保険給付対象サービ
スの提供中に、一旦、保険給付対象サービスの提供を中断した上で保険外サービスを提供し、その
後保険給付対象サービスを提供する場合がある。

※訪問介護において、利用者本人分の料理と同居家族分の料理を同時に調理するといったように、
訪問介護と保険外サービスを同時一体的に提供することはできない。

■ 遵守事項

①保険外サービスの事業の目的、利用料等を介護事業所の運営規程とは別に定めること

②契約締結時には、①の概要及び重要事項を記した文書で丁寧に説明を行い、同意を得ること

③契約締結前後に、担当ケアマネジャーにサ－ビス内容等を報告すること

④利用者の認知機能が低下しているおそれがあることを十分に踏まえ、保険外サービス提供時に、
別サービスであることを利用者が認識しやくなるような配慮を行うこと

⑤保険外サービスの利用料は別に費用請求し、会計を区分すること

※ 利用者保護の観点から、提供した保険外サービスに関する苦情受付窓口の設置等必要

な措置を講じること

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて
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【通所サービス：通所介護提供中の利用者に保険外サービスを提供する場合】

■ 通所介護事業所内において提供されるサービスについては、保険外サービスと区分するこ

とは基本的に困難であるが、理美容サービスについては、通所介護と明確に区分可能なため、

利用者の自己負担により受けることは可能。また、通所サービスのサービス提供時間帯にお

ける併設医療機関の受診は、緊急やむを得ない場合に限り認められる。（上記いずれの場合

も、通所サービスの提供時間には含まない）

１ 通所介護と組み合わせて提供することが可能なサービス

以下の①～④の保険外サービスについては、通所介護と明確に区分することが可能

① 事業所内で、理美容サービス又は健康診断、予防接種若しくは採血（以下「巡回健診

等」という。）を行うこと

② 利用者個人の希望により通所介護事業所から外出する際に、保険外サービスとして個

別に同行支援を行うこと

③ 物販・移動販売やレンタルサービス

④ 買い物等代行サービス

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて
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２ 遵守事項

【Ⅰ 共通事項】

① 通所介護と保険外サービスを明確に区分する方法

・保険外サービスの事業の目的、運営方針、利用料等を、運営規程とは別に定めること

・利用者に対し、利用者のサービス選択に資する重要事項を記した文書をもって丁寧に説明

を行い、保険外サービスの内容、提供時間、利用料等について同意を得ること

・契約締結前に、利用者の担当ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰに対し、サービスの内容や提供時間等を報告する

こと（その際、ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰは必要に応じて保険外サービスを居宅サービス計画に記載するこ

と）

・通所介護の利用料は別に費用請求し、会計を区分すること

・通所介護の提供時間には保険外サービスの提供時間を含めず、かつ、その前後に提供した

通所介護の提供時間を合算し、１回の通所介護の提供として取り扱うこと

② 利用者保護の観点からの留意事項

・通所介護事業所職員以外が保険外サービスを提供する場合には、当該提供主体との間で、
事故発生時における対応方法を明確にすること

・保険外サービスに関する苦情に対応するため、苦情受付窓口設置等必要な措置を講じること

・通所介護事業者は、利用者に対して、特定の事業者のサービスを利用させることの対象とし
て、当該事業者から金品その他の財産上の収益を収受してはならない

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて
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２ 遵守事項

【Ⅱ 事業所内において、巡回健診等の保険外サービスを行う場合】

・ 医療法等の関係法規を遵守すること

・「医療機関外の場所で行う健康診断の取扱いについて」（平成27年３月31日医政発0331第
11号）を遵守すること

※ 鍼灸や柔道整復等の施術を行うことはできず、無資格者によるマッサージの提供は禁止

【Ⅲ 利用者個人の希望により通所介護事業所から外出する際に、保険外サービスとして個別
に同行支援を行う場合】

・通所介護事業所の職員が同行支援等の保険外サービスを提供する場合は、その時間は通所
介護の従事時間に含まれないため、事業所の人員配置基準に留意すること

・道路運送法や医療法等の関係法規を遵守すること

例１ 利用者個人のニーズにかかわらず、複数の利用者を一律にまとめて医療機関への受

診同行支援を行うことは、適当ではない

例２ 利用者個人の希望により有償で提供するサービスに付随し、事業所の車両で送迎を行

う場合には、道路運送法に基づく許可・登録が必要

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて
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２ 遵守事項

【Ⅳ 物販・移動販売やレンタルサービスを行う場合】

・認知機能が低下している利用者には高額な商品等の販売を行わないこと

・その他の利用者に対しても、その旨をあらかじめ家族やケアマネジャーに連絡すること

・食品衛生法等の関係法規を遵守すること

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて
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【通所サービス：通所介護を提供していない休日や夜間等に事業所の人員・設備を活用して保
険外サービスを提供する場合】

・通所介護事業所の設備を活用することが利用者に対し支障がないこと、通所介護と保険外
サービスを明確に区分すること等が必要

・夜間及び深夜に宿泊サービスを提供することについては、指定居宅サービス基準第95条第４
号及び「指定通所介護事業書等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサー
ビスを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針について」（平成27年４月30日
老振発0430第1号・老老発0430第１号・老推発0430第１号」に定める基準を守ること。

例１ 宿泊サービスの内容を、サービス提供開始前に指定権者に届け出ること

例２ 宿泊サービスの届出内容を県に報告し、情報公表制度を活用して公表すること

例３ サービス提供時間帯を通じて、夜勤職員として介護職又は看護職を常時１人以上確保

例４ 宿泊室の床面積は、1室当たり7.43㎡以上とすること 等

その他、事業所の人員や設備を活用して保険外サービスを提供する場合として、例えば以下
のようなサービスの提供が可能

・事業所設備を、通所サービスを提供していない時間帯に、地域交流会や住民向け説明会等に
活用すること

・事業所の人員・設備を、通所サービスをしていない夜間及び深夜に、宿泊サービスに活用す
ること

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて
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【通所サービス：通所介護利用者と保険外サービス利用者の双方にサービスを提供する場合】

■ 前提：通所介護と保険外サービスを明確に区分していること

■ サービス提供が可能な例

・通所介護事業所において、通所介護の利用者とそれ以外の地域住民が混在している状況下
で、体操教室を実施すること。

・通所介護事業所において、通所介護とは別室で、通所介護に従事する職員とは別の人員が、
地域住民向けのサービスを提供すること。

■ 遵守事項

・保険外サービスに関する情報（サービス提供事業者名、サ－ビス提供時間等）を記録すること

・通所介護と保険外サービスの利用者が混在する場合は、通所介護利用者に支障がない場合
のみ保険外サービス提供が可能となるため、①両サービスの利用者の合計数に対し、事業所
の人員基準を満たすように職員が配置されていること、かつ、②両サービスの利用者の合計数
が、事業所の利用定員を超えないこと

【区分支給限度額を超過している利用者に対し、超過分のサービスを提供する場合】

・区分支給限度額を超えてなお介護保険サービスと同等のサービスを提供する場合は、サービ
ス内容が介護保険サービスと同等であることを踏まえ、介護保険サービスにおいて事業者に支
払われる額と同水準とすることが望ましい。

・利用者等に対し、介護保険サービスと保険外サービスの違いを文書によって丁寧に説明し、
同意をえることにより、介護保険サービスにおいて事業者に支払われる費用額とは別の価格設
定が可能。

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて
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【保険外サービスを提供する場合の個人情報の取扱いについて】

・保険外サービスの提供にあたり取得した個人情報の取扱いについては、個人情報保護法及
び「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守する
こと。

・介護保険サービスの提供のために利用者から取得した個人情報を、保険外サービスの提供
に利用するには、個人情報の取得の際に、あらかじめその利用目的を公表する等の措置を講
ずる必要がある。（そうしないと、個人情報の目的外利用となる）

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて
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訪問介護

【介護職員の髭剃り行為】
身体整容の一環として行う髭の手入れにおいて、介護職員がカミソリ（Ｔ字カミソリを含む）を使用
することは可能である。以下厚労省老健局振興課基準第一係からの聴取事項。

①老計第10号１－２－５身体整容（日常的な行為としての身体整容）の中で例示されている「髭の
手入れ」は、理容師法の理容業には該当しないと解釈している。

②そのため、身体整容の一環としてＴ字カミソリ又は電動カミソリを使用した介護サービスを介護
職員が行うことは可能である。
③使用するカミソリについては、本人が日常的に使用しているもの、又は介護職員が持ち込む場合
は衛生的なものを準備すべきと考える。

【サービス提供責任者の責務の拡大】
○サービス提供責任者は、訪問介護職員に利用者の服薬状況や口腔機能等の心身又は生活状況
に係る情報を報告するよう指示するとともに、重要な内容についてはケアマネージャーに情報の提
供を行わなければならない。
○生活援助従事者研修修了者の初回訪問時にはサービス提供責任者が同行するなど、ＯＪＴを通じ
て支援し、緊急時の対応等についても指導するとともに、適切な業務管理を行うこととする。
○訪問介護の所要時間については、実際の提供時間ではなく、標準的な時間を基準としてケアプラ
ンが作成される。一方で、標準時間と実際の提供時間が著しく剥離している場合には、実際の提供
時間に応じた時間にプランを変更すべきであることから、サービス提供責任者は、提供時間を記録
するとともに、実際のサービス提供時間が短時間となっている状態が1ヶ月以上続いた場合には、
ケアマネージャーと調整の上、訪問介護計画の見直しを行わなければならない。 10
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■ 令和元年10月の消費税率の引上げに伴う介護報酬改定（介護職員等特定処遇改善加算

の創設を含みます）により、介護保険サービスの利用料等が変更され、重要事項説明書を

変更する必要が生じた場合、当該変更に当たっての利用者・家族への説明及び同意につい

ては、利用者の保護の観点と事業者の事務負担軽減の観点とのバランスを考えた上で、各

事業者の判断により、例えば次のような対応を取ることも可能

【対応例】

○ 利用者負担額改定表を紙で配付する等を行った上で、利用者又はその家族に説明し、

負担額改定について理解を得る。

○ その場合、利用者負担額の改定に同意した旨の署名・捺印は必ずしも要しないが、各

介護事業所が上記説明を行った日時・方法・対象者を明確に記録し、保存しておく。

（参考）令和元年9月18日付け事務連絡（厚生労働省老健局）

「令和元年度介護報酬改定により変更される重要事項説明書の取扱いについて」

令和元年度介護報酬改定により変更される重要事項説明書の取扱いについて
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